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４ 落札方式に関する事項
\ ２次審査を受ける入札参加者の選定
{ 総合評価の方法 ２次審査を受ける入札
参加者の選定方式は、１次最終技術提案書
の内容が基本条件図書等で示される要件を
満足し適正と認められる場合、標準点の
100点が付与され、「４\}の技術提案評価
項目（加算点用）」に応じた最大50点の加算
点を加えて、１次最終工事費内訳書の総額
で除した数値（以下「１次評価値」という。）
によって決定する総合評価方式とする。な
お、基本条件図書等で示される要件を満足
しない場合は２次審査を受ける入札参加者
には選定されない。また、この場合、１次
審査の加算点の評価は行わない。

| 選定方式
ア ３]により技術提案者から提出された
１次最終技術提案書及び１次最終工事費
内訳書の総額から「４\{総合評価の方
法」によって得られた１次評価値の高い
順に上位３者を２次審査を受ける入札参
加者とする。なお、選定された入札参加
者が辞退した場合、若しくは入札参加者
が２次審査段階で、２次審査を辞退した
場合は、１次評価値が次点の者（その者
が参加できない場合は次順位の者）を２
次審査を受ける入札参加者として追加選
定する場合がある。
イ アにおいて、１次評価値が３番目とな
る者が２者以上あるときは、その中で最
も１次最終工事費内訳書の金額が低い者
を２次審査を受ける入札参加者とする。
１次最終工事費内訳書の金額も同じ場合
には、くじ引きにより２次審査を受ける
入札参加者を決定する。

a 共同企業体を構成する場合においては、各
構成員が次に掲げる事項を満たしているこ
と。
{ 本工事に対する建設業法の許可業種につ
き、許可を有しての営業年数が５年以上で
あること。ただし、相当の施工実績を有し、
確実かつ円滑な共同施工が確保できると当
社の判断により認められる場合において
は、許可を有しての営業年数が５年未満で
あっても、当社の判断によりこれを同等と
して取り扱うことができるものとする。

| 本工事に対応する建設業法の許可業種に
係る監理技術者又は国家資格を有する主任
技術者を工事現場に専任で配置することが
できる者であること。

} 共同企業体すべての構成員が、均等割の
10分の６以上の出資比率であること。

~ 共同企業体の代表者は、構成員中最大の
出資比率を有すること。

b 競争参加資格確認申請書の提出期限の日か
ら技術提案書の提出期限の日までの期間に、
首都高速道路株式会社から競争参加停止措置
準則（平成17年準則第22号）に基づく競争参
加停止を受けていないこと。

３ 技術提案等に関する事項
\ 技術提案書及び工事費内訳書の作成 技術
提案書の作成に当たっては、入札説明書に従
い、適切な設計を立案し、入札説明書に示す
様式により作成すること。また、工事費内訳
書の作成に当たっては当該技術提案書に対応
したものとし、入札説明書に示す様式により
作成すること。

] 技術提案書及び工事費内訳書の審査 本工
事は、１次審査及び２次審査の二段階により、
技術提案書及び工事費内訳書の審査を行う。
１次審査では、技術提案書を中心に技術交渉
を実施し、交渉を踏まえた１次最終技術提案
書及び１次最終工事費内訳書をもって２次審
査を受ける入札参加者を選定する。
２次審査時には、上記の選定後に提出され
る詳細工事費内訳書を中心に技術・価格交渉
を実施し、入札参加者は交渉を踏まえた最終
技術提案書及び最終詳細工事費内訳書を提出
する。

^ 工事費内訳書等の総額及び入札価格 詳細
工事費内訳書の総額は１次最終工事費内訳書
の総額以下、最終詳細工事費内訳書の総額は

詳細工事費内訳書の総額以下、入札価格は最
終詳細工事費内訳書の総額以下の金額でなけ
ればならない。

_ 入札説明書に定めるところにより、技術提
案書及び工事費内訳書の作成費の一部を支払
う。

} 技術提案評価項目（加算点用） 技術提
案評価項目（加算点用）は以下のとおりで
ある。
ア 全体
１）施工地域への配慮
２）工程遅延リスクへの対応

イ 馬場出入口工事に関する項目
１）重要近接構造物への配慮
２）構造に対応した品質確保
ウ 馬場換気所工事に関する項目
１）施工に伴う地盤変状等の抑制
２）本線シールド工事への影響
エ 高い技術力を要した工事実績

] 落札者の選定
{ 総合評価の方法 落札者の選定方式は、
最終技術提案書の内容が入札説明書等で示
される要件を満足し適正と認められる場
合、標準点の100点が付与され、「４]}の
技術提案評価項目（加算点用）」に応じた最
大50点の加算点を加えて、入札価格で除し
た数値（以下「２次評価値」という。）によっ
て決定する総合評価方式とする。

| 選定方式
ア 最終技術提案書に基づき予定価格の制
限の範囲内の価格をもって入札した入札
参加者のうち、最終技術提案書及び入札
価格から「４]{総合評価の方法」によっ
て得られた２次評価値の最も高い者を落
札者とする。ただし、落札者となるべき
者の入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な
取引の秩序を乱すこととなるおそれが
あって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格
をもって、入札した他の者のうち２次評
価値が最も高い者を落札者とする。
イ アにおいて、２次評価値が最高となる
者が２者以上あるときは、その中で最も
入札価格が低い者を落札者とする。入札
価格も同じ場合には、くじ引きにより落
札者を決定する。

} 技術提案評価項目（加算点用） 技術提
案評価項目（加算点用）は以下のとおりで
ある。
ア 全体
１）施工地域への配慮
２）工程遅延リスクへの対応
イ 馬場出入口工事に関する項目
１）重要近接構造物への配慮
２）構造に対応した品質確保

ウ 馬場換気所工事に関する項目
１）施工に伴う地盤変状等の抑制
２）本線シールド工事への影響
エ 品質

５ 入札手続等
\ 担当部局 首都高速道路株式会社 神奈川
建設局 総務・経理グループ 中島 菊枝
〒221`0013 神奈川県横浜市神奈川区新子安
一丁目２番４号 オルトヨコハマ・ビジネス
センター３Ｆ 電話045`439`0706

] 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
入札説明書、関連する図面等を競争参加希望
者に有償で直接交付する。
{ 交付期間 平成22年９月10日（金）から
平成22年10月15日（金）（行政機関の休日に
関する法律（昭和63年法律第91号）第１条
に規定する行政機関の休日を除く。以下同
じ。）、午前10時から午後４時までの時間の
うち、正午から午後１時を除く時間。ただ
し、平成22年９月10日（金）は午後１時以
降とする。

| 交付場所 首都高技術株式会社 企画部
企画課 〒105`0001 東京都港区虎ノ門
三丁目10番11号（虎ノ門ＰＦビル）３階
電話03`3578`5757（代表）

^ 競争参加資格確認申請書の提出期間、場所
及び方法 平成22年９月13日（月）から平成
22年10月18日（月）までの毎日、午前10時か
ら午後４時までの時間のうち、正午から午後
１時を除く時間。５\に示す担当部局まで持
参すること。

_ 技術提案書及び工事費内訳書の提出期限及
び場所 技術提案書及び工事費内訳書の提出
期限は平成22年11月17日（水）午後４時まで
とする。提出場所は５\に同じ。

` 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法
{ 入札日時及び場所 平成23年３月15日
（火）午後２時00分（ただし、郵送による
入札書の受領期限は、平成23年３月14日
（月）午後４時）。５\に示す担当部局ま
で持参又は郵送すること。

| 開札日時及び場所 平成23年３月15日
（火）午後２時00分。５\に示す担当部局
にて行う。

} 入札及び開札の日時は変更となる場合が
ある。
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